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　営業活動の改善は、業績の向

上に留まらず、営業活動の生産

性向上にもつながる重要な視点

です。

　顧客にマッチした提案営業の

考え方と実践方法を学ぶために

「提案型営業手法」セミナーを開

催しました。

　講師は、企業の戦略立案、営

業活動や手法の指導、管理監督

者・現場担当者の人材育成等でご活躍されている

ＳＡＰ 代表 松本 治 様にお願いしました。

　顧客への提案と業績との相互の関連を整理して、

実際の提案内容が顧客に取って、どの様なメリッ

トがあるのかを具体的に提示することの大切さと

共に、提案・商談をどう進めていくことかをしっ

かりとイメージした営業活動を進める重要性につ

いて、事例を上げてご指導頂きました。

　営業手法をはじめ、顧客に受け入れられる価値

（商品）を見極めて提案できる力量が求められるこ

とから、顧客がどのような課題を抱えているかを

把握する方法を学びました。

　顧客課題に対して、自社の営業戦略と連動させ

ながら、どのような提案ができるか、また、他社

との競争優位をいかに確立するかを考えながら、

営業活動を進めていく一連の流れを実践的に演習

も交えながらご解説頂きました。

　また、顧客との途切れない交渉術として、単に

「はい」「いいえ」で答えられる質問ではなく、「Ａ」

か「Ｂ」か顧客の考えや課題を引き出していく質

問のあり方を考え、如何に商談を継続して進めて

いくテクニックを学びました。

　今後も、価値を提案していく営業に向け、体系化・

標準化による営業活動の生産性向上や、営業人材

の育成に役立てて頂けるよう、取り組んで参りま

す。

　令和 7 年度第 1 回目の経営者

懇話として、関西電力㈱奈良支

社様のご厚意により、福井県美

浜町にあります美浜原子力発電

所を見学させて頂きました。

　美浜発電所は、昭和 45 年に

日本の加圧水商業炉としては最

初となる 1 号機が営業運転され、

以来 2・3 号機と運転を継続され

ておられ、現在は、1・2 号機の

運転は終了し、3 号機のみ稼働しており、電力を

安定供給されておられます。

　関西電力㈱美浜原子力ＰＲセンター　館長の上

原浩様から原子力発電の仕組みや美浜発電所の歴

史についてご説明頂きました。

　原子力発電は、ウラン燃料を使って電気を作り

出しているため、放射線や放射能物質が漏れない

よう細心の注意を払っておられます。

　「機械は故障し、人はミスを犯す」という考え方

を前提に、故障やミスを想定した対応や取組を行っ

ておられ、計画的な点検や検査だけでなく、事故

を想定した訓練を行う継続的に行うことで安全性

を確認しておられます。

　なお、運転を終了した 1・2 号機においては、日

本では初めてとなる加圧水型原子炉の廃止措置を

安全最優先で進めておられます。

　続いて、実際の発電所内の見学では、専用バス

に乗り、セキュリティ・安全対策のために車内か

ら実物の建屋を拝見すると共に、ＶＲゴーグルを

使用して、普段立ち入る事のできない建屋内部の

状況を疑似的に見ながら、随所で解説頂くことで、

原子力発電の仕組みを具体的に理解することがで

きました。

　普段何気なく使用している電気が、徹底した安

全管理の元でどのように作られているかを勉強さ

せて頂き、良い経験となりました。

経営者懇話会

 人材育成委員会主催 (R7.11.26）

関西電力㈱
美浜原子力ＰＲセンター
館長 上原 浩 氏

提案型営業手法
人材育成委員会主催（R7.11.6)

ＳＡＰ
代表

松本 治 氏
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会員企業訪問（NO.35） 

～松田電気工業株式会社～

　＜企業情報＞

　会社名 ： 松田電気工業株式会社

　設　 立 ： 昭和 30 年

　住　 所 ： 〒 635-0064

　　　    　　大和高田市栄町 4 番 33 号

　社員数 ： 110 名

　業　 種 ： 総合設備工事業

　ＵＲＬ ： https://www.matuda-dnk.co.jp

社長様のインタビュー

本　社

Ｑ１.創業された経緯と事業内容

　当社は、昭和 30 年に創業者である松田利治が大

和高田市においてマツダ電気店として創業いたし

ました。創業当時は小さな家電販売店としてスター

トしましたが、時代の流れとともに、電気設備、

電気計装、情報通信、防災、空調、給排水など総

合設備会社として成長してまいりました。

Ｑ２.当社の強み

　建設業界では、実際の作業を専門の下請け業者

に委託するケースも少なくない中、当社では、経

験豊富な設計者や施工管理者、そして高い技術力

を持つ作業員が在籍しており、お客様のご要望に

一貫して対応できる「ワンストップ体制」を構築

しております。そのため、迅速かつ柔軟に、責任

を持って高品質なサービスの提供が可能となって

おります。

　さらに、業歴に裏打ちされた強固な営業基盤、

高い信用力、そして良好な財務内容により、安定

した事業運営を実現しております。

　これらの技術力や企業としての安定性により、

お客様に安心してご依頼いただける点が、当社の

大きな強みです。

Ｑ３. 当社の人材育成・技能伝承または働きやす

　　　い職場づくり等のお取組みについて

　当社では、資格取得を奨励しており、講習・受

験費用などの助成を行い全面的に支援しておりま

す。そして、取得資格に応じた手当を支給してお

ります。取得した資格は待遇面の改善だけでなく、

従業員にとって一生の財産となります。

　また、従業員やその家族の健康を考え、職場環

境の改善や年間休日の増加等に取り組み、安全で

働きやすい環境づくりを進めてまいりました。

　そして、新たに次世代を担う人材確保と育成の

一環として、新採用プロジェクトの構築と企業内

大学の設立に向けた取組を進めております。

　これにより、社員一人一人が技術と知識を深め、

また人間力を高める事によって、技術者として、

そして一人の人間として成長できる環境を整えて

まいります。

Ｑ４.今後の事業展開について

　70 年という長い歴史の中で、地域の皆様やお客

様から一定の信頼をいただいてきました。これか

らも「地域に根差し、信頼される企業」であり続

けるために、技術力の向上とサービスの充実に努

めていくことで、経済や社会がどのように変化し

ようとも揺らがない、真に強くしなやかな会社を

築きたいと考えております。

　そして、技術力だけでなく人間性も含めて評価

されるような、そんな企業文化を持つ会社を目指

しております。

　創業 70 周年の節目を迎え、「技を極め　ともに、

まっすぐ、一歩ずつ　人々の幸せを追求する」と

いう新たな経営理念のもと、これまでの 70 年を大

切にしつつ、未来に向けてさらに前進してまいり

ます。

代表取締役

 奥村雅英氏
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　企業の人事担当者と大学の進

路指導担当者との理解と交流を

深め、今後の人材確保に役立て

るために「大学・企業懇談会」

を開催致しました。

　冒頭、事前に実施した大学と

企業双方へのアンケート調査結

果の報告と共に、㈱マイナビ 就

職情報事業本部 岡野久美子 様

から「今期 2025 年の就職・採

用状況と来期 2026 年の展望」についてご報告頂き

ました。

　岡野様からは、「新卒採用については、人件費上

昇の影響もある中、昨年度と同じぐらいの採用を

予定する企業が多く、労働時間短縮への対応・人

手不足解消のため、新卒採用の意欲も上昇してい

る。学生の内々定率の進捗は昨年と同水準で推移

している。学生は将来の不安から、生活に繋がる

福利厚生の充実を求めており、企業にとっては、

安心して働ける環境づくりが採用に繋がっていく

ので重要である。」と解説を頂きました。

　意見交換会を行い、大学側からは、「内定時期が

早くなる中、内定辞退が出ないようにどの様な取

組をされているのか」という質問、企業側からは、

「内定者同士・先輩社員との懇親会を複数開催し交

流を深めている」との回答がありました。

　企業側からは、「コミュニケーション力が乏しい

学生への就職活動支援」について質問があり、大

学側からは、「面接準備における指導や模擬面接の

充実に取り組んでおり、実際に内定への成果を上

げている」との回答がありました。

　また、双方に情報交換を図る名刺交換の場も設

定しました。

　企業側はパンフレットを配布して熱心にＰＲを

行うなど、次期の採用活動だけでなく、今期の採

用も含めて熱心に交流頂きました。

㈱マイナビ 
就職情報事業本部
岡野久美子氏

大学・企業懇談会
人材育成委員会主催（R7.11.18)

　業務プロセスを見直し、改善

の考え方や着眼点、具体的な進

め方を学び生産性向上を図るた

め、 ( 独法）高齢・障害・求職

者雇用支援機構【ポリテクセン

ター】様の委託を受け、生産性

向上支援訓練「成果を上げる業

務改善」を実施しました。

　講師は、くぼつ経営研究所代

表の窪津正充様にご指導頂きま

した。

　現場の業務改善を行う上で、業務を可視化して

ムダを顕在化することが重要であり、７つのムダ

の意味・考え方をご解説頂きました。

　特に、動作・運搬・停滞のムダは改善効果が大

きいため、現場の課題の見つけ方や改善の取組事

例をもとに、具体的にご指導頂きました。

　業務の可視化ツールとして、カントチャートや

業務フロー図、流れ線図の意味や使い方と共に、

演習として巻き紙分析を行いました。

　課題の設定から業務の進行を書き出し、課題を

深掘りして、改善の流れを具体的に学びました。

　また、実際の生産現場における作業の様子や部

品の着荷場を事例にして、そこに潜むムダを見つ

けて出し、その対策を考えながら、ムダを見つけ

る目と改善の視点を養いました。

　グループ演習では、『一番多いムダ』について、

グループで話し合いながらテーマを絞り改善案を

検討しました。課題やムダについて、現状分析か

ら特性要因図を作成して、課題の要因を整理しな

がら、改善の手順に沿って具体的に改善を考えて

発表する等、業務改善に直結した役立つ内容で実

践的に行いました。

　今後は「原価管理とコストダウン」をテーマに、

原価の仕組みの理解や工程・作業を見直したコス

ト削減により生産性向上へ繋げるよう実施します。

成果を上げる業務改善

 人材育成委員会主催 (R7.11.11・27）

くぼつ経営研究所
代表

窪津正充氏
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＜令和 8年 1月 1日施行＞

 　○機械等による労働災害の防止の促進等（労働安全衛生法）

　　　・�民間の登録機関の義務の適正な遂行を担保するため、適切な登録要件の設定、要件に適合しなく

      　なった場合の行政処分などの仕組みを整備する。

　　　・民間の登録機関の不正防止のための措置その他の所要の改正を行う。

＜令和 8年 4月 1日施行＞

　 ○化学物質による健康障害防止対策等の推進（労働安全衛生法、作業環境測定法）

　　　・化学物質の成分名が営業秘密である場合に、一定の有害性の低い物質に限り、代替化学名等の

        通知を認める。

        なお、代替を認める対象は成分名に限ることとし、人体に及ぼす作用や応急の措置等は対象と

        しない。

　 ○高齢者の労働災害防止の推進（労働安全衛生法）

　　　・高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の改善、

　　　　作業管理その他の必要な措置を講ずることを事業者の努力義務とする。

　　　・厚生労働大臣は、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を定め、当該

　　　　指針に従い、事業者又はその団体に対して必要な指導、援助等を行うことができるものとする。

　 ○機械等による労働災害の防止の促進等（労働安全衛生法）

　　　・製造許可申請の審査のうち特定機械等の構造に係る基準の審査について、民間の登録機関が行え

        るようにする。

　　　・製造時等検査について、移動式クレーン及びゴンドラも民間の登録機関が行れるようにする。

＜令和 8年 10 月 1 日施行＞

　 ○化学物質による健康障害防止対策等の推進（労働安全衛生法、作業環境測定法）

　　　・個人ばく露測定について、作業環境測定の一つと位置付け、作業環境測定士等による適切な実施

　　　　の担保を図る。

＜令和 9年 1月 1日・令和 9年 4月 1日施行＞

　 ○個人事業者等に対する安全衛生対策の推進（労働安全衛生法）

　　  ・既存の労働災害防止対策に個人事業者等も取り込み、労働者のみならず個人事業者等による災害

　　　　の防止を図るため、

　　　　　①注文者等が講ずべき措置（個人事業者等を含む作業従事者の混在作業による災害防止対策の

　　　　　　強化など）を定め、併せて ILO 第 155 号条約（職業上の安全及び健康並びに作業環境に関す

　　　　　　る条約）の履行に必要な整備を行う。

　　　　　②個人事業者等自身が講ずべき措置（安全衛生教育の受講等）や業務上災害の報告制度等を定

　　　　　　める。

　　　人事 ・ 労務の勉強部屋 （第 36 回）　　　人事 ・ 労務の勉強部屋 （第 36 回）
～労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部改正について～

　※詳細は厚労省ＨＰを参照下さい。（https://www.mhlw.go.jp/content/11300000/001497667.pdf）

　「労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法律」が令和 7年 5月 14 日に公布されました。

下記の通り、各項目で段階的に施行されますので、必要な事前準備等のご確認をお願いします。
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第 30 回新入社員研修会

　会員企業の新入社員の方々を対象に、「給与を

貰って働く社会人としての心構えとスキルを持

ちながら、意欲高く仕事を行っていく」ことを

ねらいとして、新入社員研修会を実施します。

　各社単独で導入教育を実施することが難しい

中で、集合研修として、社会人としての基本行

動と質の高い仕事の進め方について、独自のカ

リキュラムを設定しております。

　今回も、期待にそえる充実した内容で開催致

します。

記

 と　き：令和８年４月６日（月）・７日（火）

　　　　　　 9 ：00 ～ 16：30（２日間とも）

 場　所：奈良県産業振興総合センター

 参加費： 17,600 円／人 

          （参加費 16,000 円消費税 1,600 円）

　　　　　（テキスト・昼食代含む）       

 申込み：３月２０日までにお申し込み下さい。

事　務　局　だ　よ　り

コーチング研修

　管理者・リーダーに求められる役割の中で、

対話によるコミュニケーションを元に、部下の

やる気を引出し、自発的行動を促して、目標を

達成までサポートしていくことは大変重要な役

割の一つです。

　部下・後輩の能力とやる気を引出し、自ら行

動できる自律型人材の育成に向けて、「聴く力」

「対話する力」「相手を知る観察力」等のスキル

を学びます。

　是非、貴社の管理者・リーダーの人材育成・

教育訓練にご活用ください。

　　　　　　　　　　記

 と　き：令和８年２月１９日（木）

　　　　　　 13：00 ～ 17：00

 場　所：奈良県産業振興総合センター

 参加費： 5,500 円／人 

          （参加費 5,000 円消費税 500 円）　　  

 申込み：２月５日までにお申し込み下さい。

品質 ISO 内部監査員養成講座

　品質マネジメントシステムの国際規格である

ISO9001：2015 は、認証登録時はもとより、継

続維持活動においても効果的な内部監査の実施、

運用が必須になっております。

　内部監査員の増員養成、監査員の更なる力量

向上、及び、ISO に関係する社員・責任者の認

識を補完を目的に、本年も標記内部監査員養成

講座を開催致します。　　

　貴社の ISO 認証・維持活動、品質保証活動に

お役立て頂きますようご案内申し上げます。

記

 と　き：令和８年２月５日（木）・６日（金）

　　　　　　 9 ：30 ～ 16：30（２日間とも）

 場　所：奈良県産業振興総合センター

 参加費： 26,400 円／人 

          （参加費 24,000 円消費税 2,400 円）

　　　　　（消費税・テキスト含む）       

 申込み：１月２３日までにお申し込み下さい。

新 入 会 員新 入 会 員 様  様 ご 紹 介ご 紹 介

心和建設株式会社

所 在 地：〒 639-1104

　　　　　大和郡山市井戸野町 304-1　

代 表 者：代表取締役　

　　　　　浅　田　和　俊

資 本 金 : 500 万円

Ｕ Ｒ Ｌ : https://www.sinwabuilding.com/

事業内容 : 総合工事業

          一般土木工事

正 会 員

☆新入社員が知っておくべき現場の基礎知識

　　“現場の安全 ・ 品質 ・ 改善” 基礎講座

☆新入営業社員のための営業の基礎知識

　営業の目的と役割を学ぶ “営業の基本” 研修　

　　　　　上記研修も予定いたしております。

新入社員研修 ・ 実践編
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取締役専務執行役員　杉　浦　　剛

〒630-8677  奈良市大宮町四丁目297番地の2
  　TEL（０７４２）２７-１５５０

〒630-8031　奈良市柏木町129－1　奈良県産業振興総合センター内
TEL（0742）36－7370　FAX（0742）36－7371
http://www.nara-eia.or.jp　E-mail : info@nara-eia.or.jp

奈良経済産業協会NEWS 第80号
令和８年１月発行

一般社団法人奈良経済産業協会

株式会社南都銀行

関西電力株式会社 奈良支社

理事 支社長　紀 ノ 岡　幸　次

〒630-8131　奈良市大森町４８番地
  　TEL（０７４２）２７-１２７６

株式会社イムラ

相談役　井　村　守　宏
〒542-0076　大阪市中央区難波五丁目１-60

 　　　　　なんばスカイオ18階 
     ＴＥＬ（０６）６５８６-６１２１

大和ハウス工業株式会社 奈良工場

工場長　西　本　武　志

         〒630-8453　奈良市西九条町４丁目２－２
  　                     TEL（０７４２）６４-１５００

株式会社きんでん 奈良支店

〒630-8133　奈良市大安寺６丁目２０番８号 
  　TEL（０７４２）６２-８７７１

常務執行役員支店長　安　田　　守

							      							     

		 奈良交通株式会社

〒630-8651　奈良市大宮町１丁目１番２５号
 　                      TEL（０７４２）２０-３１１６

代表取締役社長　田　中　耕　造

ＤＭＧ森精機株式会社

取締役社長　森　　雅　彦

〒630-8122　奈良市三条本町２番１号 

株式会社丸國林業

取締役会長　平　越　國　和

〒639-0224  香芝市別所５番地
  　TEL（０７４５）７７-８４３１

第一化工株式会社

代表取締役社長　小　西　淳　文

〒630-8453　奈良市西九条町5丁目4番9号
  　TEL（０７４２）５０-２２２２

共同精版印刷株式会社

代表取締役社長　近　東　宏　佳

         〒630-8013　奈良市三条大路2丁目2-6
  　                     TEL（０７４２）３３-１２２１

ナテック株式会社

代表取締役社長　濱　田　吉　宏

〒630-8453　奈良市西九条町5丁目4-5
  　TEL（０７４２）６２-１１８１

以上、11 社に協賛広告としてご協力頂きました。以上、11 社に協賛広告としてご協力頂きました。


